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  原議保存期間 10年(令和17年３月31日まで)
  

有 効 期 間 一種(令和12年３月31日まで) 

  警 視 庁 交 通 部 長　
殿

警察庁丁規発第55号、丁交指発第63号

  各 道 府 県 警 察 本 部 長　 令 和 ７ 年 ３ 月 3 1 日

 （参考送付先） 警 察 庁 交 通 局 交 通 規 制 課 長

 　警察大学校交通教養部長 警 察 庁 交 通 局 交 通 指 導 課 長

各管区警察局広域調整担当部長　

 

 駐車規制からの除外措置の運用の見直しにおける留意点について（通達）

駐車規制からの除外措置の運用の見直しについては 「駐車許可及び駐車規制からの除、

（ ）」（ 。外措置の運用の見直しについて 通達 令和７年３月31日付け警察庁丙規発第７号ほか

以下「局長通達」という ）により、その基本的な考え方が示されたところであるが、そ。

 の推進上の留意点は下記のとおりであるので、事務処理上、誤りのないようにされたい。

 記

 １　対象となる車両の例

 局長通達２(1)から(3)までに示された車両の例は、次のとおりである。

(1)　緊急自動車その他の車両であって、公共性が極めて高く、緊急に、広域かつ不特定

 な場所に対応することが必要な用務に使用中のもののうち、

ア　当該用務に使用中であることが明らかなもの又は当該用務に使用中であることを

 明らかにすることが適当でないもの。

(例)　緊急用務に使用中の緊急自動車、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に

 規定する災害応急対策に使用中の車両、秘匿捜査に使用中の車両等

 イ　アに掲げる車両の用務の客体であって、これと一体であると認めるべきもの。

 (例)　警察車両が随伴する車両、警察活動に伴い停止を求められている車両等

(2)　道路維持作業用自動車その他の車両であって、(1)の用務に準ずる程度に公共性が

高く、広域かつ不特定な場所に赴くことが必要な用務に使用中のもののうち、当該用

 務に従事することが明らかなもの。

(例)　道路の維持作業に使用中の道路維持作業用自動車、公職選挙法（昭和25年法律

第100号）に基づく選挙運動用自動車又は政治活動用自動車であって、当該目的

 のための使用中の車両等

(3)　(1)及び(2)に掲げる車両のいずれにも該当しないが、(1)又は(2)に規定する用務に

使用中の車両であって、都道府県公安委員会から交付を受けた駐車禁止規制、時間制

限駐車区間規制及び高齢運転者等専用時間制限駐車区間規制に係る除外指定車標章

 （以下「除外標章」という ）を掲出しているもの。。

(例)　医師が緊急往診のために使用中の車両、保健師、看護師又は准看護師が、医師

の指示（包括的指示を含む ）を受け、直ちに患者宅等を緊急に訪問し看護を行。

うために使用中の車両、助産師が直ちに妊産 褥 婦宅等を緊急に訪問し助産等を
じょく

行うために使用中の車両、専ら郵便法（昭和22年法律第165号）に規定する郵便

 物の集配に使用中の車両等
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(4)　身体障害者等で歩行が困難な者が使用中の車両で除外標章を掲出しているもの及び

患者輸送車その他の専ら歩行が困難な者を輸送するための車両であって当該輸送に使

 用中であり、かつ、除外標章を掲出しているもの。

 (例)　歩行が困難な身体障害者本人が使用中の車両、患者輸送車、車いす移動車等

 ２　除外標章交付対象

(1)　１(1)及び(2)に掲げる車両のいずれにも該当しないが、１(1)又は(2)に規定する用

務に使用中の車両並びに１(4)に規定する「患者輸送車その他の専ら歩行が困難な者

 を輸送するための車両」

これらの対象車両については、車両番号を特定し、車両ごとに除外標章を交付する

 ものとする。

 (2)　１(4)に規定する「身体障害者等で歩行が困難な者が使用中の車両」

これらの車両に掲出するための除外標章は、身体障害者等本人に対して、その者が

使用する車両に掲出するためのものとして交付するものとする。この場合、１(4)に

規定する「身体障害者等で歩行が困難な者」とは、旧自治省通達「身体障害者又は精

神障害者に対する自動車税、軽自動車税又は自動車取得税の減免について （昭和45」

年３月31日付け自治府第31号）及び厚生労働省通達「障害者に対する自動車税、軽自

動車税又は自動車取得税の減免について （平成９年３月27日付け障第125号）に示さ」

 れた税の減免の対象等に鑑み、原則として、次に掲げる者をいうものとする。

ア　身体障害者手帳の交付を受けている者であって、次の表の左欄に掲げる障害の区

分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生

省令第15号）別表第５号に定める障害の級別に該当する障害を有するもの及び戦傷

、 、病者手帳の交付を受けている者であって 次の表の左欄に掲げる障害の区分に応じ

 それぞれ同表の右欄に掲げる恩給法（大正12年法律第48号）別表第１号表の２に定

 める重度障害の程度に該当する障害を有するもの

障害の区分 障害の級別 重度障害の程度

 視覚障害 １級から３級までの各級及 特別項症から第四項症

び４級の１ までの各項症

 聴覚障害 ２級及び３級 特別項症から第四項症

までの各項症

 平衡機能障害 ３級 特別項症から第四項症

までの各項症

 上肢不自由 １級、２級の１及び２級の 特別項症から第三項症

２ までの各項症

 下肢不自由 １級から４級までの各級 特別項症から第三項症

までの各項症

 体幹不自由 １級から３級までの各級 特別項症から第四項症

までの各項症

 乳幼児期以前 上　肢 １級及び２級（一上肢のみ

 の非進行性の 機　能 に運動機能障害がある場合

脳病変による を除く）
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 運動機能障害 移　動 １級から２級までの各級

機　能

心臓機能障害 １級及び３級 特別項症から第三項症

までの各項症

じん臓機能障害 １級及び３級 特別項症から第三項症

までの各項症

呼吸器機能障害 １級及び３級 特別項症から第三項症

までの各項症

ぼうこう又は直腸の機 １級及び３級 特別項症から第三項症

能障害 までの各項症

小腸機能障害 １級及び３級 特別項症から第三項症

までの各項症

ヒト免疫不全ウイルス １級から３級までの各級

による免疫機能障害

肝臓機能障害 １級から３級までの各級 特別項症から第三項症

までの各項症

イ　療育手帳の交付を受けている者であって 「療育手帳制度の実施について （昭和、 」

48年９月27日児発第725号厚生省児童家庭局長通知）第３・１(1)に定める重度の障

 害を有するもの

ウ　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者のうち精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律施行令（昭和25年政令第155号）第６条第３項に定める１級の障害

 を有するもの

 エ　小児慢性特定疾病児童手帳（色素性乾皮症患者に限る ）の交付を受けている者。

 ３　手続面の整備

 除外標章に係る手続は、局長通達３(1)を踏まえ、以下のとおり対応すること。

 (1)　申請書及び添付書類

除外標章交付申請時の申請書は、別添１の書式を使用すること。また、提出を求め

る申請書及び添付書類は２部とし、新規申請時の添付書類についても、以下のものに

 限ること。

 ア　用務に基づく除外指定車に係る申請の場合

 (ｱ)　当該車両に係る自動車検査証の写し又は自動車検査証記録事項が記載された書面

 (ｲ)　当該車両に係る用務を疎明する書面

疎明する書面は、契約書、資格証等の写しといった、既存の書面で差し支えな

いこととすること。この場合において、医師の緊急往診等に関する疎明資料とし

、 、 、て 訪問先関係者の病名が記載された書面については 個人情報保護の観点から

 提出を求めないこと。

また、(ｱ)で示した自動車検査証の写し又は自動車検査証記録事項が記載され

た書面により用務が疎明できる場合は、用務を疎明する書面を別途添付すること

 を不要とするなど、申請者の負担軽減を図ること。

 イ　身体障害者等で歩行が困難な者に係る申請の場合
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 (ｱ)　除外標章の交付を受けようとする者の障害の程度を証明する書面

 (ｲ)　除外標章の交付を受けようとする者が本人であることを確認するに足りる書面

 (2)　有効期間

 ３年以内とすることを原則とする。

 (3)　除外標章の様式等

 除外標章の様式については、別添２を参照のこと。

交付した除外標章は、当該除外標章を使用して車両を駐車する間は、見やすい箇所

 に掲出させること。

 (4)　除外標章の再交付等

 ア　再交付申請

除外標章の再交付を申請する場合における申請書は、別添３の様式を使用するこ

 と。なお、再交付申請時には、書類の添付は求めないこと。

 イ　記載事項変更届出

除外標章の記載事項を変更する場合における届出書は、別添４の書式を使用する

 こと。また、届出時の添付書類は、記載事項の変更を証する書面に限ること。

 ウ　返納

除外標章の有効期間の満了、返納命令を受けたなどにより、交付された除外標章

が不要となった場合には、除外標章を交付された者にこれを返納させること。この

場合において、交付された者が返納のために来署等した場合には、管轄を問わず、

 これを受理すること。

 ４　申請手続等の周知

駐車規制からの除外措置に係る申請の要領については、各都道府県警察ウェブサイト

へ掲載するほか、自治体等を介するなどの方法により、対象となる事業者等への周知を

図ること。その際、申請様式を活用した記載例を示したり、必要な添付書類についても

具体的な名称を明記したりするなど、申請者にとって分かりやすいものとなるよう工夫

 すること。

 ５　除外標章の不正使用事案等への厳正な対処

局長通達３(2)に規定する除外標章の不正使用事案等の違法行為の取締りに当たって

は、除外標章が駐停車禁止場所、無余地駐車となる場所等において効力を有するもので

 ないことに留意すること。

また、平素から、駐車監視員との連携を強化したり、駐車苦情の取扱い等の状況を整

理したり、街頭活動の際に除外標章の使用条件等の遵守状況を確認したりするなど、除

、 、 、外標章の不正使用事案の端緒把握に努め 不正使用事案を認知した場合には 積極的に

当該放置駐車を下命・容認した使用者も含め、検挙措置を図るとともに、当該除外標章

 の返納命令や車両の使用制限命令の適用を検討するなど、厳正に対処すること。

 ６　その他

(1)　駐車規制からの除外措置は、各都道府県公安委員会が定めた都道府県公安委員会規

則等に基づいて運用されているところ、担当者によって、その取扱いが大きく異なる

ことがないよう、本通達の趣旨について第一線職員に至るまで十分に理解を浸透させ

るとともに、都道府県警察本部は、警察署との連携を密にし、不許可事例をはじめとす
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 る警察署における除外標章の交付に係る対応を適切に把握し 必要な指導を行うこと、 。

(2)　本通達で示した以外の事項についても、申請者の負担軽減等の観点から、関係者の

意見要望や各都道府県警察の実情を踏まえつつ、より一層の合理化及び簡素化を図る

 こと。

(3)　本通達に基づく運用は、都道府県公安委員会規則等の改正も含めて令和７年７月１

日までに実施すること。



別添１ 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

除外標章交付申請書 

年   月   日 

     公安委員会 殿 

住 所 （ 所 在 地 ）  

ふ り が な  

氏 名 （ 名 称 ）  

電 話 番 号 

そ の 他 の 連 絡 先 
 

標 章 の 名 称  

番 号 標 に 表 示 

さ れ て い る 番 号 
 

除 外 を 受 け よ う 

と す る 期 間 
 

除 外 を 受 け よ う 

と す る 区 間 
 

除 外 を 受 け よ う 

と す る 理 由 

□ 以下の公安委員会が定める業務に使用する 

 

 

 

 

 

 

 

□ 以下の公安委員会が定める障害を持つ者が乗車する 

 

 

 

 

 

 

 

備 考  

 



 別添２

 標章表面の様式例

                  駐車禁止除外指定車 番　号　　　第　　　　　　　号

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行日　令和　　年　　月　　日

 

 

   　○○○○○使用中 　　    ※１

 

 　車両番号　　　　　

 　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　号　  　　 ※２

 

 　　 その他、この標章の交付を受けた本人が現に使用中の車両　 ※３

 

   運転者の連絡先/用務先　　　　

                別紙のとおり                                ※４

 

 有効期限　令和 　年 　月 　日　ま で
 　　　　　　

                            　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  公安委員会

 

※１　「身体障害者等で歩行が困難な者」の使用に係る標章については 「歩行困難、

」 。 、 、　　者使用中 と記載する この他の場合には 標章の交付を受けた用務等に応じて

　　「緊急往診使用中」等、具体的な用務のため使用中であることが分かるよう記載

 　　する。

※２　あらかじめ、使用する車両が特定される場合は、当該車両の登録番号を記載す

 　　る （特に必要があると認められる場合は、複数台記載することができる ）。 。

※３　「身体障害者等で歩行が困難な者」の使用に係る標章以外のものについては、

 　　当該記載を二重線で抹消する。

※４　当該車両の移動が必要となるときのために、運転者の連絡先又は用務先を別紙

 　　に記載して、標章とともに掲出させる。

 

 

 

印



 標章裏面の様式例

  注意事項

１　この標章は、公安委員会による駐車禁止規制が行われている道路の部分以外の

 　場所では使用できません。

２　この標章は、被交付者等が表面記載の車両を現に使用中の場合以外は使用できません。

３　この標章を使用する場合は、連絡先/用務先を読みやすく記載した紙とともに

 　車両の前面の見やすい箇所に掲出して下さい。

 ４　現場において、警察官等の指示があった場合には、その指示に従って下さい。

 ５　この標章を不正に使用した場合には返納を命ぜられることがあります。

６　次の場合は、この標章（(2)の場合は発見した標章）を速やかに返納して下さい。

  (1)　有効期限が経過したとき。

  (2)　再交付を受けた後において、亡失した標章を発見したとき。

  (3)  使用する必要がなくなったとき。

 □　被交付者等  ※

　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　氏名　　

 

※　法人については当該法人の所在地及び担当所属を記載する。

  ※　次のような駐車はできません。

 　●　駐停車禁止場所の駐車（道路交通法第４４条第１項及び同法第７５条の８第１項）

 　 ●　法定駐車禁止場所の駐車（道路交通法第４５条第１項各号及び第２項）

 　 ●　駐車の方法に従わない駐車（道路交通法第４７条及び４９条の３第３項）

 　 ●　車庫代わり駐車（自動車の保管場所の確保等に関する法律第１１条第１項）

　 ●　長時間駐車（自動車の保管場所の確保等に関する法律第１１条第２項）



別添３ 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

除外標章再交付申請書 

年   月   日 

     公安委員会 殿 

住 所 （ 所 在 地 ）  

ふ り が な  

氏 名 （ 名 称 ）  

電 話 番 号 

そ の 他 の 連 絡 先 
 

標 章 の 名 称  

標 章 番 号  

標 章 交 付 年 月 日  

再交付申請の理由 

 

備 考 

 

 



別添４ 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

除外標章記載事項変更届 

年   月   日 

     公安委員会 殿 

住 所 （ 所 在 地 ）  

ふ り が な  

氏 名 （ 名 称 ）  

電 話 番 号 

そ の 他 の 連 絡 先 
 

標 章 の 名 称  

標 章 番 号  

標 章 交 付 年 月 日  

変 更 の 内 容 

 

変 更 の 理 由 

 

備 考 

 

 


